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 市町村職員退職手当条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

    令和４年８月８日 

 

                          埼玉県市町村総合事務組合 

                             管理者 富 岡 勝 則 

 

組合条例第３号 

市町村職員退職手当条例等の一部を改正する条例 

 （市町村職員退職手当条例の一部改正） 

第１条 市町村職員退職手当条例（昭和３８年組合条例第１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、第２８条の

５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された者を除く。」を削り、同

条第２項中「地方公務員法」の次に「（昭和２５年法律第２６１号）」を加える。 

  第２条の３中「前条」を「第２条第１項」に改める。 

  第５条第１項第１号中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に、「第２８条の３第

１項」を「第２８条の７第１項」に改める。 

  第６条第１項第１号中「第２８条の２第１項」を「第２８条の６第１項」に、「第２８条の３第

１項」を「第２８条の７第１項」に改め、同条第２項中「（前項」を「（同項」に改める。 

  第６条の３中「１５年」を「２０年」に改める。 

  第６条の４及び第６条の５中「組合規則」を「規則」に改める。 

  第７条第１項中「第３条から第６条の２」を「第４条から第６条の３」に改める。 

  第１０条の４第１項中「除く。以下」を「除く。第１１条第４項において」に改め、「定める額

（以下」の次に「この項及び第５項において」を加える。 

  第１０条の５中「給料月額、扶養手当の月額及び地域手当の月額」を「給料及び扶養手当の月額

並びにこれらに対する地域手当の月額」に改める。 

  第１６条第１項中「市町村規則」を「規則」に改め、同条第２項中「条例」を「組合市町村の条

例」に、「市町村規則」を「規則」に改め、同条第４項中「職員が、」を「職員が」に、「組合規則」

を「規則」に、「期間」とする」を「期間」とし、当該退職の日後に事業（その実施期間が３０日

未満のものその他規則で定めるものを除く。）を開始した職員その他これに準ずるものとして規則

で定める職員が規則で定めるところにより、管理者にその旨を申し出たときは、当該事業の実施

期間（当該実施期間の日数が４年から第１項及び本項の規定により算定される期間の日数を除い

た日数を超える場合における当該超える日を除く。）は、第１項及び本項の規定による期間に算入

しない」に改め、同条第１１項第５号中「第４条第８項」を「第４条第９項」に改め、同条第１７

項中「受けた」を「受ける」に改める。 
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  第２０条第１項第２号及び第３号中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め

る。 

  第２１条第１項中「にあっては」を「には」に改め、同項第２号及び第３号中「再任用職員」を

「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

  第２３条第１項中「含む。以下この条」を「含む。以下この項から第６項まで」に、「にあって

は」を「には」に改め、同条第２項から第４項までの規定中「にあっては」を「には」に改め、同

条第５項中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に、「にあっては」を「には」に改

める。 

  附則第１０項から第２５項までを削り、附則第２６項を附則第１０項とする。 

  附則第２７項を削る。 

  附則第２８項中「職員で旧日本国有鉄道」を「職員で日本国有鉄道改革法（昭和６１年法律第８

７号）附則第２項の規定による廃止前の日本国有鉄道法（昭和２３年法律第２５６号）第１条の

規定により設立された日本国有鉄道（以下「旧日本国有鉄道」という。）」に改め、同項を附則第１

１項とし、附則第２９項を附則第１２項とする。 

  附則第３０項中「第６条の３まで」の次に「及び附則第２１項から第２９項まで」を加え、「附

則第３０項」を「附則第１３項」に改め、同項を附則第１３項とする。 

  附則第３１項中「第６条の２」の次に「及び附則第２４項」を加え、同項を附則第１４項とす

る。 

  附則第３２項中「第６条」の次に「又は附則第２２項」を加え、「附則第３０項」を「附則第１

３項」に改め、同項を附則第１５項とする。 

  附則第３３項中「附則第１１条」を「附則第１３条」に改め、同項を附則第１６項とし、附則第

３４項から附則第３６項までを１７項ずつ繰り上げる。 

  附則第３７項中「平成３４年３月３１日」を「令和７年３月３１日」に改め、同項を附則第２０

項とし、同項の次に次の９項を加える。 

 ２１ 当分の間、第５条第１項の規定は、１１年以上２５年未満の期間勤続した者であって、令

和５年３月３１日に組合市町村における職員の定年等に関する条例（以下「令和５年旧職員定

年条例」という。）で定められていた定年に達した日以後その者の非違によることなく退職した

者（定年の定めのない職を退職した者及び同項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に

対する退職手当の基本額について準用する。この場合における第４条の規定の適用については、

同条第１項中「又は第６条」とあるのは、「、第６条又は附則第２１項」とする。 

 ２２ 当分の間、第６条第１項の規定は、２５年以上の期間勤続した者であって、令和５年旧職

員定年条例で定められていた定年に達した日以後その者の非違によることなく退職した者（定

年の定めのない職を退職した者及び同項又は同条第２項の規定に該当する者を除く。）に対する

退職手当の基本額について準用する。この場合における第４条の規定の適用については、同条

第１項中「又は第６条」とあるのは、「、第６条又は第２２項」とする。 
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 ２３ 前２項の規定は、次に掲げる職員が退職した場合に支給する退職手当の基本額については

適用しない。 

 （１）令和５年旧職員定年条例で定められていた定年が６５年以上である職員 

 （２）令和５年４月１日以後の組合市町村における職員の定年等に関する条例で定められた定年

が６５年を超える職員 

 （３）給与その他の処遇の状況が前２号に掲げる職員に類する職員として規則で定める職員 

 ２４ 一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法律第９５号）附則第８項の規定に相当す

る組合市町村における職員の給与に関する条例等で定める職員の給料月額の改定は、給料月額

の減額改定に該当しないものとする。 

 ２５ 当分の間、第５条第１項第４号及び第５号並びに第６条第１項第３号、第６号、第７号及

び第８号に掲げる者に対する第６条の３及び第１０条の３の規定の適用については、第６条の

３本文中「定年に達する日」とあるのは「令和５年旧職員定年条例で定められていた定年（附則

第２３項第３号に掲げる職員にあっては、規則で定める年齢）に達する日」と、第６条の３の表

第５条第１項及び第６条第１項の項、第６条の２第１項第１号の項及び第６条の２第１項第２

号の項並びに第１０条の３の表第１０条の項、第１０条の２第１号の項及び第１０条の２第２

号の項中「その者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数１年につ

き」とあるのは「その者に係る令和５年旧職員定年条例で定められていた定年（附則第２３項第

３号に掲げる職員にあっては、規則で定める年齢）と退職の日におけるその者の年齢との差に

相当する年数１年につき」とする。 

 ２６ 当分の間、第５条第１項第４号及び第５号並びに第６条第１項第３号、第６号、第７号及

び第８号に掲げる者（次の表の左欄に掲げる者であって、退職の日において定められているそ

の者に係る定年がそれぞれ同表の右欄に掲げる年齢を超える者に限る。）（規則で定める者を除

く。）に対する第６条の３及び第１０条の３の規定の適用については、第６条の３本文中「６月」

とあるのは「零月」と、同条の表第５条第１項及び第６条第１項の項、第６条の２第１項第１号

の項及び第６条の２第１項第２号の項並びに第１０条の３の表第１０条の項、第１０条の２第

１号の項及び第１０条の２第２号の項中「１００分の３（退職の日において定められているそ

の者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数が１年である職員にあ

っては、１００分の２）」とあるのは「１００分の３」とする。 

附則第２３項第３号に掲げる職員以外の職員 
令和５年旧職員定年条例で定められていた定

年 

附則第２３項第３号に掲げる職員 規則で定める年齢 
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 ２７ 当分の間、第５条第１項第４号及び第５号並びに第５条第１項（第１号及び第５号を除く。）

に規定する者に対する第６条の３の規定の適用については、同条本文中「２０年を」とあるのは

「１５年を」とするほか、前項の表の左欄に掲げる者の区分に応じ、第６条の３本文中「退職の

日において定められているその者に係る定年」とあるのはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句と

する。 

 ２８ 当分の間、第６条第１項第２号及び第４号に掲げる者であって附則第２６項の表の左欄に

掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達する日前に退職したときにおける第６条の３及び第１

０条の３の規定の適用については、第６条の３の表第５条第１項及び第６条第１項の項、第６

条の２第１項第１号の項及び第６条の２第１項第２号の項並びに第１０条の３の表第１０条の

項、第１０条の２第１号の項及び第１０条の２第２号の項中「１００分の３（退職の日において

定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数が１

年である職員にあっては、１００分の２）」とあるのは、「附則第２６項の表の左欄に掲げる者

の区分ごとに同表の右欄に掲げる年齢と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数

に１００分の３を乗じて得た割合を退職の日において定められているその者に係る定年と退職

の日におけるその者の年齢との差に相当する年数で除して得た割合」とする。 

 ２９ 当分の間、第６条第１項第２号及び第４号に掲げる者であって附則第２６項の表の左欄に

掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達した日以後に退職したときにおける第６条の３及び第

１０条の３の規定の適用については、第６条の３の表第５条第１項及び第６条第１項の項、第

６条の２第１項第１号の項及び第６条の２第１項第２号の項並びに第１０条の３の表第１０条

の項、第１０条の２第１号の項及び第１０条の２第２号の項中「１００分の３（退職の日におい

て定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数が

１年である職員にあっては、１００分の２）」とあるのは、「１００分の２を退職の日において

定められているその者に係る定年と退職の日におけるその者の年齢との差に相当する年数で除

して得た割合」とする。 

 （市町村職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 市町村職員退職手当条例の一部を改正する条例（昭和４８年組合条例第７号）の一部を次

のように改正する。 

  附則第３項中「に改正後の条例」を「に市町村職員退職手当条例」に改め、「第６条まで」の次

に「又は附則第２１項若しくは第２２項」を加え、「、改正後の条例」を「、同条例」に改め、「第

６条の３まで」の次に「及び附則第２１項から第２９項まで」を加える。 

  附則第４項中「改正後の条例」を「市町村職員退職手当条例」に、「又は改正後」を「又は同条

例」に改め、「第６条の２」の次に「及び附則第２４項」を加える。 

  附則第５項中「改正後の条例」を「市町村職員退職手当条例」に改め、「第６条」の次に「又は

附則第２２項」を加える。 
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 （市町村職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 市町村職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成１６年組合条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

  附則第４項中「第３０項」を「第１３項」に改める。 

 （市町村職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 市町村職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成１９年組合条例第１号）の一部を次

のように改正する。 

  附則第２条第１項中「新条例第３条」を「市町村職員退職手当条例第３条」に、「附則第３０項

から第３２項」を「附則第１３項から第１５項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日等） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。 

（１）市町村職員退職手当条例附則第３３項及び第３７項の改正規定 公布の日 

（２）同条例第１６条第４項の改正規定及び附則第３条の規定 公布の日から施行し、令和４年７

月１日から適用する。 

（３）同条例第１６条第１１項の改正規定 令和４年１０月１日 

 （経過措置） 

第２条 暫定再任用職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４

条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用す

る場合を含む。）、第５条第１項から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を

同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項から第４

項までの規定により採用された職員をいう。）に対する改正後の市町村職員退職手当条例（以下「新

条例」という。）第２条第１項の規定の適用については、同項中「（以下「職員」という。）」とある

のは、「（地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）附則第４条第１項若しく

は第２項（これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、

第５条第１項から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項（これらの規定を同法附則第９条第

３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第７条第１項から第４項までの規定によ

り採用された職員を除く。以下「職員」という。）」とする。 

第３条 新条例第１６条第４項の規定は、附則第１条第２号に掲げる適用日以後に同項の事業を開

始した職員その他これに準ずるものとして同項の規則で定める職員に該当するに至った者につい

て適用する。 
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 市町村消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

    令和４年８月８日 

 

                          埼玉県市町村総合事務組合 

                             管理者 富 岡 勝 則 

 

組合条例第４号 

市町村消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 市町村消防団員等公務災害補償条例（平成１８年組合条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項ただし書を削る。 

   附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の市町村消防団員等公務災害補償条例の規定は、令和４年

４月１日（以下「適用日」という。）から適用する。 

２ 適用日において現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは遺族補償を

受ける権利は、適用日以後も、なお従前の例により担保に供することができる。 

３ 年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４０号）附則第７

０条第１項及び第７１条第１項に規定する申込みに係る傷病補償年金又は年金である障害補償若しく

は遺族補償を受ける権利は、適用日以後も、なお従前の例により担保に供することができる。 
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埼玉県市町村総合事務組合公報  令和 ４年 ８月 ８日 第６号 

 

組合告示第８号 

 

 令和４年８月８日執行の議長選挙において、当選した者の職及び氏名は次のとおりである。 

   

    令和４年８月８日 

         

                           埼玉県市町村総合事務組合 

                              管理者 富 岡 勝 則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組合告示第９号 

 

 令和４年８月８日執行の管理者選挙において、当選した者の職及び氏名は次のとおりである。 

   

    令和４年８月８日 

         

                           埼玉県市町村総合事務組合 

                              管理者 富 岡 勝 則 

 

 

 

 

 

 

 

 

職 氏   名 備   考 

管 理 者 富 岡 勝 則 朝 霞 市 長 

 

職 氏   名 備   考 

議 長 森 田 光 一 東 松 山 市 長 
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第６号 令和 ４年 ８月 ８日   埼玉県市町村総合事務組合公報 

 

組合告示第１０号 

 

 令和４年８月８日執行の副管理者選挙において、当選した者の職及び氏名は次のとおりである。 

   

    令和４年８月８日 

         

                           埼玉県市町村総合事務組合 

                              管理者 富 岡 勝 則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職 氏   名 備   考 

副 管 理 者 井 上 健 次 毛 呂 山 町 長 
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埼玉県市町村総合事務組合公報  令和 ４年 ８月 ８日 第６号 

 

組合告示第１１号 

  

令和４年８月８日開会の組合議会の承認を経た職員の給与に関する条例の一部を改正する条例は次の

とおりである。 

 

    令和４年８月８日 

 

                          埼玉県市町村総合事務組合 

                             管理者 富 岡 勝 則 

 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の給与に関する条例（昭和３７年組合条例第７号）の一部を次のように改正する。 

第１８条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１００分の１０７．５」を「１

００分の１００」に改め、同条第３項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１００分

の７２．５」を「１００分の６７．５」に、「１００分の１０７．５」を「１００分の１００」に、「１０

０分の６２．５」を「１００分の５７．５」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、改正後の職員の給与に関する条例（以下この項において「改

正後の給与条例」という。）第１８条第２項及び第４項から第６項までの規定にかかわらず、これらの規

定により算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支

給された期末手当の額に、同月１日における次の各号に掲げる職員の区分ごとに、それぞれ当該各号に

定める割合を乗じて得た額（以下この項において「調整額」という。）を減じた額とする。この場合にお

いて、調整額が基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。 

 ⑴ ⑵に掲げる職員以外の職員 １２７．５分の１５ 

 ⑵ 改正後の給与条例第１８条第２項に規定する特定管理職員 １０７．５分の１５ 

 （規則への委任） 

３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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第６号 令和 ４年 ８月 ８日   埼玉県市町村総合事務組合公報 

 

組合告示第１２号 

 

 令和４年８月８日開会の組合議会の認定を経た令和３年度埼玉県市町村総合事務組合の一般会計及び特

別会計決算を、地方自治法第２３３条第６項の規定により次のとおり公表する。 

 

   令和４年８月８日 

 

                        埼玉県市町村総合事務組合 

                           管理者 富 岡 勝 則 

 

 

 



 13 

埼玉県市町村総合事務組合公報  令和 ４年 ８月 ８日 第６号 
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第６号 令和 ４年 ８月 ８日   埼玉県市町村総合事務組合公報 
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埼玉県市町村総合事務組合公報  令和 ４年 ８月 ８日 第６号 

 

 

 

 

金　　　額

円

1 23,193,458,403

2 22,713,573,144

3 479,885,259

4 0

5 479,885,259

6 475,000,000

前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

円 円 円

41,713,133,496 4,431,491,606 46,144,625,102

218,604,634 △ 5,595,683 213,008,951

41,931,738,130 4,425,895,923 46,357,634,053

消防災害基金

実　　質　　収　　支　　に　　関　　す　　る　　調　　書

区　　　　　　　　　　　　　　　分

歳 入 総 額

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 額

合　　　　計

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２の規定による基
金繰入額

財　　産　　に　　関　　す　　る　　調　　書

区　　　分

退職手当基金



 16 

第６号 令和 ４年 ８月 ８日   埼玉県市町村総合事務組合公報 
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決
算

書

款
項

会
費

財
産

運
用

収
入

基
金

繰
入

金

繰
越

金

預
金

利
子

雑
入

歳
　

　
　

入
　

　
　

合
　

　
　

計
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埼玉県市町村総合事務組合公報  令和 ４年 ８月 ８日 第６号 

 

 

 

 歳
　

　
　

　
出

予
算

現
額

支
出

済
額

翌
年

度
繰

越
額

不
用

額
予

算
現

額
と

支
出

済
額

と
の

比
較

円
円

円
円

円

1
総

務
費

1
7
,7

8
0
,0

0
0

1
7
,5

0
0
,0

0
0

0
2
8
0
,0

0
0

2
8
0
,0

0
0

1
総

務
管

理
費

1
7
,7

8
0
,0

0
0

1
7
,5

0
0
,0

0
0

0
2
8
0
,0

0
0

2
8
0
,0

0
0

2
事

業
費

1
5
5
,6

1
0
,0

0
0

9
4
,5

5
3
,9

1
9

0
6
1
,0

5
6
,0

8
1

6
1
,0

5
6
,0

8
1

1
見

舞
金

1
2
0
,0

0
0
,0

0
0

6
5
,1

2
1
,0

0
0

0
5
4
,8

7
9
,0

0
0

5
4
,8

7
9
,0

0
0

2
加

入
推

進
費

3
5
,5

3
0
,0

0
0

2
9
,4

1
8
,6

1
9

0
6
,1

1
1
,3

8
1

6
,1

1
1
,3

8
1

3
災

害
調

査
費

8
0
,0

0
0

1
4
,3

0
0

0
6
5
,7

0
0

6
5
,7

0
0

3
積

立
金

5
0
,0

0
0

1
1
,4

6
3

0
3
8
,5

3
7

3
8
,5

3
7

1
積

立
金

5
0
,0

0
0

1
1
,4

6
3

0
3
8
,5

3
7

3
8
,5

3
7

4
予

備
費

3
0
0
,0

0
0

0
0

3
0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0

1
予

備
費

3
0
0
,0

0
0

0
0

3
0
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0

1
7
3
,7

4
0
,0

0
0

1
1
2
,0

6
5
,3

8
2

0
6
1
,6

7
4
,6

1
8

6
1
,6

7
4
,6

1
8

1
2
5,

4
6
0,

8
5
5

円
　

款
項

歳
　

　
　

出
　

　
　

合
　

　
　

計

歳
入

歳
出

差
引

残
額
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第６号 令和 ４年 ８月 ８日   埼玉県市町村総合事務組合公報 

 

 

 

 

 

1

2

3

4

5

6

〃 普通預金 6,427,852

合計 576,427,852

交 通 災 害 共 済 基 金 管 理 内 訳 書

預　　託　　先 種　　別 預　託　金　額 備　　考

三井住友信託銀行 定期預金
円

570,000,000

11,463 576,427,852

合計 576,416,389 11,463 576,427,852

交通災害共済基金
円 円

125,460,855

実質収支額のうち地方自治法第２３３条の２の規定
による基金繰入額

0

財 産 に 関 す る 調 書

区　　　分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

実 質 収 支 に 関 す る 調 書

区　　　　　　　　　　　　分 金　　　　　　額

円

歳 入 総 額 237,526,237

歳 出 総 額 112,065,382

歳 入 歳 出 差 引 額

円

576,416,389

125,460,855

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源 0

実 質 収 支 額


